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実　　　績

　平成13年度から工事に着手し、現在までほぼ計画通り進捗している。漁港関係施設では、北沖防波堤及び南防波堤
(改良)、漁港施設用地(用地・用地舗装)の整備を計画しており、漁場関係施設としては、増殖場(第3川内漁場)の整備
を引き続き実施予定である。今後の進捗については、県の財政計画にもよるが、当初計画どおり平成20年度完成の予
定である。平成21年度には完全供用の見通しである。
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　本計画では、航路・泊地の静穏度を確保するための外郭施設及び不足している係船岸並びに作業用地の拡充を図
り、漁業活動の効率化・軽減を目指すため、漁港及び漁場を一体的に整備し、沿岸漁業の振興に寄与するものであ
る。
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外郭施設　　（  － 百万円）
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　川  内 市町村名地域水産物供給基盤整備事業

市町村 ○

むつ市
(旧川内町)
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〈平成17年3月変更〉
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　外郭施設の整備に伴う港内静穏度の向上による出漁回数の増加効果／用地・岸壁整備に伴う漁業作業時間の削減効
果／係留施設・機能施設の整備に伴う作業効率の向上／見回り回数の減少に伴う人件費削減効果／船揚作業に要する
時間と人員の削減効果。

59.0
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　県財政が厳しい状況であり、公共事業予算が減っている現状にあるが、重点化を図りながら整備を推進するため、
平成20年度に完了する見込みである。
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  静穏度解析結果により、沖防波堤延長が減となった。また、船揚場に滑り材が未整備のため高齢化が進んだ漁
業就労者に係る労働負担が大きく、就労環境が悪いために、船揚場の整備を追加したことによる延長増。
  当地区の主たる水揚魚種である養殖ホタテ貝のへい死や価格の低迷等により漁業経営が厳しさを増しているこ
とから、漁業経営の安定を図るため、近年需要が増え単価も高い地先資源(マナマコ)の増殖を図る必要上、第３
川内漁場を追加（平成17年度3月変更計画水産庁長官承認）したことによる面積増。
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 漁場施設(増殖場 第2・第3川内漁場) 5.04 ha
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【費用対効果分析手法】（分析手法、根拠マニュアル等）

百万円

費用項目
（Ｃ）

（１）漁港施設 1,252       

（２）漁場施設 86          

（２）漁場整備による便益

区  分 主  な  項  目

（３）

便益項目
（Ｂ）

【全国の評価】

（４）

（５）
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総 費 用

323
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（３）　費用対効果分析の要因変化 Ｂ

百万円

Ａ Ｂ

a  ． b 

　地元漁業協同組合の要望を基に長期計画の策定を行っている。
平成１３年度には川内地区地域水産物供給基盤整備事業計画が農林水産大臣の同意を得ている。
　なお、届出時には地元組合の同意も得ている。

a  ． b 

・資源管理型漁業、つくり育てる漁業への支援。
・自然環境の保全と創造。
・安全で快適な漁業地域の形成。
・生産労働効率化、近代化、担い手支援。

・水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン（暫定版） 平成14年3月　－水産庁漁港漁場整備部－

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区にお
ける評価

（２）　社会経済情勢の変化

a  ． b 必 要 性

百万円

地 元 の
推進体制等

効 率 性

Ａ

・当初、第二川内漁場のみの整備計画（H13）であったが、第三川内漁場を当地区に追加したことがＢ ／ Ｃ増加の主要因となって
いる。

【費用対効果分析における特記事項】

0

百万円

Ｂ ／ Ｃ

百万円

1.45

百万円

0

百万円

百万円

△ 103

140

百万円 百万円

0

37

1.97

1,974       

百万円

再評価時

0

百万円

百万円

増　　減

百万円

百万円

百万円183         

百万円

百万円

（２／３）

整理番号 Ｈ17－18

【県内の評価】

Ｃ

Ｃ

百万円

　近年、主力の地まきホタテが不安定となったことに伴い、養殖ホタテの生産比重が高まっており、特に同地区は町
の養殖ホタテ生産の約5割を占める中心港となった。ホタテの養殖作業、出荷作業は漁港内で家族・親戚が総出で且つ
各経営体が同時期に集中して行われるため、係船岸・作業用岸壁及び用地が不足している。また、沖に風・波がある
ときは作業の効率を図るため港内で作業を行い、ホタテの一次蓄養殖を実施するなど船溜まり（泊地）の役割が増し
たことから、静穏度を確保する沖防波堤の整備が必要であった。

百万円

百万円

百万円百万円

適 時 性

　本県は、全国有数の水産県となっており、水産資源の持続的利用と水産物の安定供給に向け、生産基盤
である漁港・漁場施設の整備については、県が主体となって事業を計画的に進めていく必要がある。これ
より、資源管理型漁業、つくり育てる漁業への支援効果が見込まれる安全で環境の良い漁業経営の安定を
図ることが必要である。

・水産物の供給の安定への貢献
・沿岸域の環境の保全、創造の推進
・漁村の総合的な振興

　むつ市（旧川内町）は、水と森が共存しあう・かわうちプラン21（第4次長期総合計画平成13年～平成22年）の中で活
力ある産業づくりを行うこととしており、水産業においては、漁業者が安心して働けるような水産基盤の整備を図ると
ともに、資源管理型漁業・つくり育てる漁業や流通・加工対策を推進することにしている。
　また、川内町過疎地域自立促進計画（H12年～H16年)でも漁港整備や水産加工施設の整備等も計画し、水産振興に努め
ることとしている。県においても、平成14年～15年にナマコの増殖場の整備を実施している。

　漁港と漁場を水産資源の増殖から漁獲、陸揚げ、流通、
加工までの一貫した水産物供給システムの基盤としてとら
え、総合的かつ計画的に整備を進める。
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住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

環境影響
への配慮

【地域別環境配慮指針への対応】

（２）対応内容 （２）対応内容

配慮している 配慮していない

　事業の実施に当っては、受益者となる地元の漁
業者からのヒアリングを実施し、具体的なニーズ
の把握に努めている。また、地元漁業関係者、町
および事業主体である県との事業執行のための漁
業調整を完了している。

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

○継続

○ 中止 ○○

a  ． b 

Ａ Ｂ Ｃ

・港内静穏度の向上
・係船岸不足の解消
・漁場施設の整備

【住民ニーズ・意見】

○

計画変更 休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

着定基質を設置することにより、ホンダワラ等の
新たな藻場が形成されることから、水質の浄化を
図るとともに、マナマコが海底の泥砂を餌にする
ことから、環境(底質)改善効果が期待できる。ま
た、藻場は、ナマコ以外の魚貝類等の産卵場、幼
稚魚の保育場、生育の場としても期待できる。

対応方針（案）を修正すべき

○ 中止

・埋立時は、汚濁防止フェンス等で水質汚濁防止に努
め、周辺環境への影響に配慮する。
・周辺になじんだ既設ブロックと同型のものを使用
し、景観との調和に配慮する。
・土砂等の搬出・搬入にあたっては、施工計画書で充
分チェックするとともに監督員の立ち合いを行い、採
取場所等のチェックを行っている。

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

評価理由

委員会評価

地域の立地特性

備    考

  本事業に対する地元の要望や必要性も高く、費用対効果が当初計画より上がっており、Ｂ／Ｃが１．９７と経済的
だと評価できることから、本事業の必要性は高いと判断される。

評価理由

総合評価 計画変更 ○●

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

●

● 継続

対応方針（案）どおり

４　公共事業再評価審議委員会意見

委員会意見

a  ． b 

Ｂ

Ｈ17－18

（３／３）

Ｃ

整理番号

代 替 案

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

コスト縮減

　地形条件や施工条件を勘案したそれぞれの工法で施設配置を決定しており、現段階での代替案の可能性
は無い。

　実施断面決定時には、経済性を考慮した断面比較を行いコスト縮減に取り組んでいる。

a  ． b 

Ａ

　過疎、山村、半島振興、特定農山村、中山間、農振

a  ． b 

（１）対応状況

地域区分 S4c

（１）対応状況 配慮していない配慮している


